









Copylight (c) 2015 笠井雅直

















Toyota Motor Co., and Aircraft in the Japanese Wartime Economy
Masanao KASAI



































































































































































































































































































































































































































































年 品目 貨物自動車々台 特殊自動車 車体 自動車部品
1941年 74,842 3,783 11,472
1942年 77,366 512 6,152 8,809
1943年 46,073 2,472 12,346 19,402
1944年 70,477 3,023 14,543 30,773
年 品目 飛行機用発動機 飛行機部品 舟艇 計
1941年 0 91,308
1942年 0 93,613
1943年 0 1,002 82,968









職員 工員 学徒 女子
挺身隊 計男 女 男 女 男 女
挙母工場 747 664 5,602 1,758 1,158 676 475 11,080
刈谷工場 128 81 803 220 72 77 102 1,483
航空機工場 217 127 926 911 335 104 14 2,634
芝浦工場 38 17 37 0 0 0 0 92
航空機愛知工場 89 48 163 707 140 85 0 1,232


















及同部品 自動車部品 兵器 航空機部品 計
昭和16 2,433 6,247 2,732 11,734
17 552 8,383 5,089 145 15,184
18 36 6,525 6,849 3,820 20,230









































トラック・バス 乗用車 トラック 乗用車 トラック 乗用車
1937年 7,643 1,819 3,023 577 6,131 4,068
1938　 13,981 1,774 3,719 539 12,134 4,151
1939　 29,233 856 10,913 107 14,951 1,370
1940　 42,093 1,633 13,574 268 13,671 1,162
1941　 42,813 1,065 14,331 208 17,963 1,587
1942　 34,786 705 16,261 41 16,563 871
1943　 24,000 207 9,774 53 10,187 566
1944　 21,434 19 12,701 19 7,074 9
1945　 5,487 0 3,275 ― 2,001 ―
出所： 『トヨタ自動車20年史』，『日産自動車社史　1964―1973』1975年，東洋経済新報社『昭和産業史』
第一巻。
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　しかし，1944年の軍需会社法の公布によって，トヨタ自動車工業は軍需会社に指定され，1945年
にはトヨタ自動車工業挙母工場は「護国第20工場」となり，自動車生産は急減していく。
　トヨタ自動車工業においては航空機部品生産は主として旧中央紡績の工場で行われたことや，軍管
理工場となったことについてその意味に触れておきたい。それは，「後の工程で必要な物を前の工程
にとりにいくという「後工程引取り」というトヨタの生産方法」は大野耐一が体系化したものであり，
「この斬新なアイディアは，すでに第二次世界大戦中に，三菱重工業や中島飛行機の製造ラインで生
まれていた」ものであり，「アイディア自体は先駆的であったけれど，体系的なものではなく，スムー
ズな生産にはつながらなかったのである」と指摘されている52）。トヨタ生産方式の歴史的な原点をど
こにみるかという問題である。当の大野耐一は戦時下については「当時は戦時下の増産体制であり，
計画しただけの数をとにかくつくればよかった。豊田紡〔織〕の名古屋工場は飛行機のオイル・クー
ラー，織布工場は飛行機の排気管生産に転換するなど，軍用工場への切り換えが進められた」と記し
ているだけであるが53），大野耐一の経歴は，航空機愛知工場製造部冷却器課長（1944年2月時点），
護国第20工場製造部総組立課長（1945年8月1日時点）54）となっているように，最終的には，軍管理
下のトヨタ自動車工業挙母工場総組立課の責任者となっていたのである。
　当時の航空機生産においては，三菱重工業名古屋航空機製作所についてみれば，「各工程ニ一機ヅ
ツノ機体ヲ移動式作業台ニ取付ケ，作業分割ヲナシ各作業工程ニ於ケル部品ノ不足ヲ的確ニ把握シ得
ル如クシ，現在ノ前進作業態勢ヲ整ヘ」，1942年には「陸軍関係全機種ニ亘ツテ実施」していたので
あった55）。航空機の機体組立工場に対する部品供給体制が構築されつつあった時代のことであった。
大野耐一，トヨタ自動車工業もその部品供給体制の末端にいたのであり，トヨタ自動車工業の航空機
工場が女子工員の占める割合の高い工場であったことを前提とするが故に，軍需動員下の効率的生産
体制の構築がトヨタ自動車工業においても至上命令であったことが指摘できよう。
　他方，戦時下，豊田喜一郎は航空機については，依然としてヘリコプターについて試行していたよ
うであったが，航空機部門への軍需動員によって肥大化したトヨタ自動車工業の故に，同社を軸とす
る豊田系企業へと転換したことも事実であった。豊田喜一郎は，1941年にトヨタ自動車工業の社長
となり，1943年に東海飛行機の取締役社長となり，1944年にトヨタ自動車工業の生産責任者となる
ことで，航空機事業へと「軍需動員」されたその主導者たらざるを得なかったのである。
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